別記第３号様式（第３条関係）
	　
	受付印
	　
	地区別
	　

	
	
	
	台帳番号
	(不)


	年　　月　　日　

熊本県知事　様　　
	住所又は所在地
	　
	事業種目
	　

	
	氏    名

(法人にあっては、名称及び代表者の氏名)
	　
           印
	担当責任
者職氏名
	　

	
	
	
	直接担当者

氏名及び
電話番号
	

	
	個人番号又

は法人番号

(右詰で記載)
	　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	不動産(土地)取得税課税免除(不均一課税)申請書

　熊本県税特別措置条例第４条の２第２号・第４条の４第１項第２号・第４条の６第１項第１号・第４条の７第１項第２号・第４条の１３第１項第１号・第４条の１４第１項第２号(第２項第１号)の規定により、次のとおり不動産取得税の課税免除(不均一課税)を申請します。

	土地
	所在
	地番
	地目
	地積
	取得年月日
	取得の原因
	固定資産課税台帳に登録された価格

	
	　
	　
	　
	平方メートル
	・・
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	・・
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	・・
	　
	　

	
	計
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	区分　　　　　

使用目的による
	区分
	地積
	地積によるEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(あん),按)分率
	備考

	
	
	工場用建物等の敷地
	平方メートル
	％
	　

	
	
	その他の用地
	　
	　
	　

	
	
	計
	　
	100％
	　

	参考事項
	承継された家屋の明細　

上記土地の上に建設又は
	所在
	種類
	構造
	面積
	取得年月日
	取得区分
	取得価格

	
	
	　
	　
	　
	平方メートル
	・・
	　
	　

	
	
	　
	　
	　
	　
	・・
	　
	　

	
	
	　
	　
	　
	　
	・・
	　
	　

	
	
	計
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	工場用建物等の完工年月日
	年　　　月　　　日　

	
	事業開始予定年月日
	年　　　月　　　日　

	
	の規模

工場等
	投下資本
	円　

	
	
	増加従業員の数
	人　

	
	その他
	添付書類

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条第１項に規定する確認の申請書の写し及び当該申請に対する同項に規定する確認済証又はその写し


　注　この申請書は、不動産(土地)課税免除(不均一課税)予定申請書に係る土地の上に上記工場用建物等の建設に着手した場合又は取得した土地が既に課税免除(不均一課税)を受けられることになっている場合は課税地を管轄する広域本部に正副２通提出してください。

　　

　記載上の注意

１　「事業種目」の欄には、事業の種類を具体的に、例えば「ガラス製造業」というように記載してください。

２　「土地」の欄には一つの工場用地等に工業用等の家屋の敷地と、その他の用地(社宅、寮、厚生施設等の敷地及び運動場の用地等工業生産設備等に直接関係のない部分の土地)がある場合は、工業用等の家屋の敷地のみを記載してください。

　　なお、この欄の記載事項は先に提出された不動産(土地)取得税課税免除(不均一課税)予定申請書の「土地」の欄の記載事項と一致すべきものであります。

３　「参考事項」の「土地の上に建設又は承継された家屋」の欄には、建設した工場用等の家屋を具体的に、工場、倉庫、旅館等ごとに記載してください。
４　この様式中不要の文字は、使途に従い抹消してください。
別記第４号様式（第３条関係）

	　
	受付印
	　
	地区別
	　

	
	
	
	台帳番号
	(不)


	年　　月　　日

　熊本県知事　様
	住所又は

　所 在 地
	　
	事業種目
	　

	
	氏    名

(法人にあっては、名称及び代表者の氏名)
	　
         印
	担当責任
者職氏名
	　

	
	
	
	直接担当者

氏名及び
電話番号
	

	
	個人番号又
は法人番号
(右詰で記載)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	不動産(土地)取得税課税免除(不均一課税)予定申請書

　熊本県税特別措置条例第４条の２第２号・第４条の４第１項第２号・第４条の６第１項第１号・第４条の７第１項第２号・第４条の１３第１項第１号・第４条の１４第１項第２号（第２項第１号）の規定により、次のとおり不動産取得税の課税免除（不均一課税）を予定申請します。

　ついては、課税免除（不均一課税）に係る不動産取得税の徴収猶予を申請します。

	土地
	所在
	地番
	地目
	地積
	取得年月日
	取得の原因
	固定資産課税台帳に登録された価格

	
	　
	　
	　
	平方メートル
	・・
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	・・
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	・・
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	区分　　　　　

使用目的による
	区分
	地積
	地積によるEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(あん),按)分率
	備考

	
	
	工場用建物等の敷地
	平方メートル
	％
	　

	
	
	その他の用地
	　
	　
	　

	
	
	計
	　
	100％
	　

	参考事項
	工場用建物等の着工予定年月日
	年　　　月　　　日　

	
	事業開始予定年月日
	年　　　月　　　日　

	
	規模

工場等の
	投下資本
	円　　　

	
	
	増加予定従業員の数
	人　　　

	
	その他
	添付書類

　土地の取得の日の翌日から起算して１年以内に上記の工場等の建設に着手することが認められる書類


　注　この申請書は、土地の取得の日から１４日以内に課税地を管轄する広域本部に正副２通提出してください。

　記載上の注意

　１　「事業種目」の欄には、事業の種類を具体的に、例えば「ガラス製造業」というように記載してください。

　２　「土地」の欄には、一つの工場用地等に工場用等の家屋の計画敷地と、その他の計画用地(社宅、寮、厚生施設等の敷地及び運動場の用地等工業生産設備等に直接関係がない部分の土地)がある場合は、工業用等の家屋の計画敷地のみを記載してください。
　３　 この様式中不要の文字は、使途に従い抹消してください。
別記第５号様式（第３条関係）

	　
	受付印
	　
	地区別
	　

	
	
	
	台帳番号
	(不)


	年　　月　　日

　 　熊本県知事　様
	住所又は

所 在 地
	　
	事業種目
	　

	
	氏    名

(法人にあ
っては、名
称及び代表者の氏名)
	印
	担当責任
者職氏名
	　

	
	
	
	直接担当者
氏名及び
電話番号
	

	
	個人番号又
は法人番号
(右詰で記載)

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	不動産(家屋)取得税課税免除(不均一課税)申請書

　熊本県税特別措置条例第４条の２第２号・第４条の４第１項第２号・第４条の６第１項第１号・第４条の７第１項第２号・第４条の１３第１項第１号・第４条の１４第１項第２号（第２項第１号）の規定により、次のとおり不動産取得税の課税免除（不均一課税）を申請します。

	家屋
	所在
	種類
	構造
	面積
	取得年月日
	取得区分
	取得価額

	
	　
	　
	　
	平方メートル
	・・
	　
	円

	
	　
	　
	　
	　
	・・
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	・・
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　新設し、又は増設した設備を事業の用に供した日　　　　　年　　月　　日

	新設し、又は増
	種類
	取得価額

	
	建物及びその附属設備
	円

	
	構築物
	　

	
	機械及び装置
	　

	設した設備の取得価額
	船舶
	　

	
	航空機
	　

	
	車両及び運搬具
	　

	
	工具、器具及び備品
	　

	
	計
	　

	増加従業員の数
	人　

	添付書類
	１　建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第７条第１項に規定する検査に係る申請書の写し及び当該申請に対する同条第５項に規定する検査済証又はその写し
２　過疎地域又は半島振興地域内に係るものにあっては、租税特別措置法第１２条第１項又は第４５条第１項の規定により特別償却を認められていることを証する書面


　注　この申請書は、家屋の完成の日から１４日以内に課税地を管轄する広域本部に正副２通提出してください。

　記載上の注意

　１　「事業種目」の欄には、事業の種類を具体的に、例えば「ガラス製造業」というように記載してください。

　２　「家屋」の欄には、工場用等の家屋を具体的に工場、倉庫、旅館等ごとに記載してください。

　　　 なお、工場用等の家屋とは、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）別表第１に規定する建物の耐用年数を適用する家屋のほか、工場等の構内にある守衛所、詰所、自転車置場等も含まれます。

　３　「新設し、又は増設した設備の取得価額」の欄には、この申請をする時に、新設し、又は増設した工場等の事業を既に開始している場合に記載してください。

　４　 この様式中不要の文字は、使途に従い抹消してください。





















